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 １ ．研究背景
　熊本県では，2016年 4 月14日21時26分頃にマグニチュー
ド6.5，最大震度 7 を観測する地震（前震）が発生し，
さらに約28時間後の 4 月16日 1 時25分頃に再びマグニ
チュード7.3，最大震度 7（本震）という，二度の大地震
による被害を受けた1）．日本はこれまでに，最大震
度 7 の地震は，阪神・淡路大震災（1995年），新潟県中
越地震（2004年），東日本大震災（2011年）などを経験
しており，大きな災害を乗り越えるたびに災害に対する
備えや災害支援体制の構築が進められてきた．今回の熊
本地震においても，九州はこれまでに大きな震災を経験
することがなく他の地域に比べると地震に対する危機意
識が低く備えが不十分であったものの2），地震直後より
多方面にわたる支援が全国から集まり，速やかに被災住
民たちへの支援が行われた3）．一方，熊本地震の特徴
は，短期間に同じ地域で震度 7 の地震が 2 回発生したこ

とと，長期間にわたり数多くの余震が発生したことであ
り，これに伴い，建物の倒壊を恐れて車中泊を選択する
人が増大したこと，2 度目の地震が起きた時には，多く
の災害支援者が滞在していたにもかかわらず被災地内の
避難所情報が把握できなくなり，被災者への支援が遅れ
たことなどが指摘されている3-4）．
　研究者らは，同年 4 月24日に熊本県A町に乳幼児を対
象とした支援物資を運び，その後も月 2 回（ 2 年目以降
は月 1 回）のボランティア活動を継続している．A町は，
震源地である益城町の近くに位置しており，2 度の地震
により甚大な被害を受けた．住民たちは避難生活を余儀
なくされ，利用できなくなってしまった保育園や認定こ
ども園もあった．A町役場は，町内の保育園・認定子ど
も園と連携し，外部機関との調整を行って，前震か
ら 3 日後（本震の翌日）には被災した保育園の仮園舎を
設置，前震 4 日後には乳幼児専用避難所を設置し，前
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震 9 日後には保育園・認定子ども園での子ども受け入れ
を開始するなど，子ども達が安心して過ごせる環境の確
保，子どもと保護者の心の不安に対する支援を行ってき
た．また，震災 2 ヶ月後には，子どもと親への心理的サ
ポートを行っていくための情報収集として，町内の全保
育園・認定子ども園を対象とした「子どものこころのケ
アアンケート調査」を実施したが，役場職員は不眠不休
で被災者への対応に追われ，調査結果をまとめる余裕が
なかったことから，A町からの依頼により研究者らが
データ入力と分析作業を担当することとなった．調査で
得られた資料から個別ケアのスクリーニングが行われ，
支援が必要な園児や保護者には，保育園との連携や専門
家との面接を調整するなどのサポートが行われた．同様
のスクリーニングと介入は，同時期に熊本市でも行われ
ており5），過去には新潟県中越地震や東日本大震災の際
にも行われている6-7）．
　災害による子どもへの心理的影響については，阪神淡
路大震災の時からPTSD（心的外傷後ストレス障害）が
認識されはじめ，大人と同様に子どもの心のケアの重要
性も認識されることとなった．子どもは社会的に自立し
ておらず身体的・認知的にも発達途上であることから，
様々な事象を理解・判断・表現・行動することが困難で
ある．震災被害を受けた子どもは，発達段階ごとに異な
る心理的反応を示すことが明らかにされており，乳児期
では発災早期の症状は少ないものの育児時間の減少や母
親の情緒不安定に伴う二次的な被害をうけやすく，幼児
期ではPTSD，睡眠障害，過敏，夜泣き，記念日反応，
音や場を怖がる，恐怖，不安，退行現象，食欲の変化，
排泄症状などの心理的反応を示しやすい8-9）．震災被害
による乳幼児への心理的影響やそれらに関連する因子を
明らかにすることは，被災者個人および集団の精神保健
ニーズを把握するために有用ではあるが，調査そのもの
が被災者にとっての心理的負担になることから調査は慎
重に行われなければならず，被災地で調査を実施するこ
とは容易ではない．そのような中，我々は，行政が行っ
た熊本地震後の乳幼児および保護者を対象とした，集団
のニーズ把握と個別ケアのスクリーニングという 2 つの
目的を持った「子どもの心のケアアンケート調査」につ
いて分析する貴重な機会を得た．この調査結果から熊本
地震後の乳幼児と保護者の身体的・心理的反応の特徴に
ついて明らかにすることは，今後，震災後のメンタルヘ
ルス支援を考えていくうえでの重要な基礎資料となるこ
とが期待される．

 2 ．目的
　熊本地震後にみられた乳幼児と保護者の身体的・心理
的反応およびそれらへの関連要因について明らかにする．

 3 ．方法
　 1 ）調査対象

　　調査対象は，熊本県A町内にある保育園 6 カ所およ
び認定こども園 2 カ所に在籍する 0 ~ 6 歳の子ども
720名およびその保護者である．
　 2 ）調査方法
　　本調査の実施主体はA町である．調査期間は震
災 2 ヶ月後にあたる2016年 6 月で，自記式質問紙調査
が実施された．行政による各家庭の状況把握，個別支
援を行うための業務の一環として実施された調査であ
ることから，回答者が特定できるように子どもの氏名
を記載する欄が設けられている．調査用紙は各園から
子どもの保護者に配布され，保護者によって記載され
た調査用紙は各園にて回収を行った後，A町役場に集
約された．研究者らは，回収された調査用紙を受け取
りデータ化した後，調査用紙とデータをA町に返却し
た．本研究で分析をする際には，子どもの氏名にID

番号を振って匿名化したデータを使用した．
　 3 ）調査内容
　　調査内容は，子どもの年齢，性別，現在寝泊まりし
ている場所，震災後の子どもの身体的・心理的症状
（以下，症状とする）（ 3 歳未満用，3 歳以上用），震
災後の保護者の症状である．
　　震災後の子どもの症状と保護者の症状については，
仙台小児科医会が作成した「こころとからだの相談問
診票」6）を用いて調査した．これは，東日本大震災の
際に，仙台小児科医会が阪神淡路大震災の報告書を参
考に作成したもので，健診時に被災児童や家族の心理
相談ニーズを拾い上げて個別相談や専門診療につなげ
るために活用されていたものである．本調査では，
1 歳 6 ヶ月健診で使用された子どもの症状 6 項目と保
護者の症状 9 項目を 3 歳未満の子どもに，3 歳児検診
で使用された子どもの症状 7 項目と保護者の症状 9 項
目を 3 歳以上の子どもに使用した．回答者は保護者で，
子どもおよび保護者自身に該当する症状のすべてに○
をつけてもらった． 1 枚の調査用紙に子どもの症状と
保護者の症状の両方を記載するようになっているため，
子どもにきょうだいがいる場合，同じ保護者による回
答が含まれるが，調査用紙からはきょうだい関係の判
別が不可能であるため分けずにそのまま集計した．

　 4 ）分析方法
　　まず，各項目について単純集計を行った．子どもの
症状については，3 歳未満と 3 歳以上では質問項目が異
なるため，それぞれを分けて集計をした．次に，子ども
および保護者において，何か 1 つでも該当する症状が
あるものを「症状あり」，1 つも該当する症状がないも
のを「症状なし」の 2 群に分けて，年齢，性別，現在
寝泊まりしている場所との関連の有無を調べるために
χ2検定を行った．最後に，子どもの症状と保護者の症
状の関連を調べるために，χ2検定および Peason の相
関係数を求めた．統計解析にはPASW Statistics 18.0を
用いて，有意水準 5 %で両側検定を行った．
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　 5 ）倫理的配慮
　　調査の趣旨については調査用紙内に記載した．調査の
説明と協力依頼は，A町の職員が各園に対して行い，各
園が保護者に対して行った．今回，ID番号を振って匿名
化したデータの解析結果を公表することについては，対
象者及びA町からの同意を得ている．なお，本原稿の公
表については，長崎大学大学院医歯薬学総合研究科倫
理委員会の承認を得ている（審査番号：18061430）．

 4 ．結果
　回収数は720件中681件（回収率94.6%）であった．この
うち，調査用紙間違い（子どもの年齢が 3 歳未満にも関わ
らず 3 歳以上用の調査用紙に回答している等）がある34件
を除外し，647件を有効回答とした（有効回答率95.0%）．
　 1 ）対象者の基本属性
　　対象者の基本属性については，表 1 にまとめた．現
在も自宅外で寝泊まりしていると回答した人は83名
（12.8%）であった．
　 2 ）震災後の子どもの症状および保護者の症状
　　震災後の子どもの症状および保護者の症状について
は，表 2 にまとめた．3 歳未満の子どもでは，1 つ以上
症状が見られるものが216名中100名（46.3%）おり，多
かったものは「必要以上におびえたり，小さな物音に
びっくりしたりする（以下，「過敏」とする）（21.8%）」
「以前に比べて，夜泣きが多くなった．または，なかな
か寝付けなかったり，夜中によく目を覚ましてぐずる
ようになった（以下，「不眠」とする）（19.0%）」「暗い
ところや特定の場所を怖がるようになった（以下，「暗
闇や特定の場所への恐怖」とする）（16.7%）」であっ
た．3 歳以上の子どもでは，1 つ以上症状が見られるも

のが431名中253名（58.7%）おり，多かったものは「暗
闇や特定の場所への恐怖（34.3%）」「親にしがみつい
て離れなかったり，後追いが激しくなった（以下，「分
離不安」とする）（31.3%）」「過敏（19.7%）」であっ
た．保護者では，1 つ以上症状が見られるものが647名
中330名（51.0%）おり，多かったものは「色々と不安
だ（以下，「不安」とする）（22.7%）」「いらいらしたり，
怒りっぽくなった（以下，「易怒性」とする）（20.1%）」
「ちょっとした物音や揺れに対してひどく驚いてしまう
（以下，「過敏」とする）（18.4%）」であった．
　 3 ）子どもの症状および保護者の症状との関連因子
　　子どもおよび保護者において，何か 1 つでも該当す
る症状があったものを「症状あり」，1 つも該当する症
状がないものを「症状なし」の 2 群に分けて，年齢，
性別，現在寝泊まりしている場所との関連について調
べた（表 3 ）．3 歳未満の子どもの症状は，男児の方が
「症状あり」が多く（χ2＝4.769, df= 1, p=.038），特に
「不眠」に関する症状においてその傾向が強かった（χ2

＝7.932, df= 1, p=.005）．また，年齢が高いほど「症状
あり」の割合が高かった（χ2＝17.714, df= 2, p<.001）．
3 歳以上の子どもの症状は，いずれとも関連が見られな
かった．保護者の症状は，現在寝泊まりしている場所が
「自宅外」である方が「症状あり」が多かった（χ2＝
19.270, df= 1, p<.001）．また，現在寝泊まりしている場所
と保護者の症状との関連を詳細に調べたところ，「易怒
性」「不安」「過敏」「気分が落ち込んだり，寂しくなっ
たりすることがある（以下，「気分の落ち込み」とする）」
「子どもについ八つ当たりしてしまうことが増えた気が
する（以下，「子どもに八つ当たり」とする）」の 5 項
目において，統計的に有意な関連が見られた（表 4 ）．

表 １ ．対象者の基本属性（n=647）

ｎ ％
性別 男児 322 49.8%

女児 304 47.0%
無回答 21 3.2%

年齢 0歳 16 2.5%
1 歳 83 12.8%
2 歳 117 18.1%
3 歳 113 17.5%
4 歳 158 24.4%
5 歳 123 19.0%
6 歳 37 5.7%

現在寝泊
まりして
いる場所

自宅 564 87.2%
自宅の車庫（納屋）または車中 4 0.6%

親戚または知人宅 34 5.3%
避難所・テント 14 2.2%

被災に伴い転居した住居等（みなし住宅，公営住宅等） 17 2.6%
その他 14 2.2%
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　　また，子どもの症状と保護者の症状の関連について
調べたところ，3 歳未満および 3 歳以上のどちらにお
いても，子どもの症状の有無は保護者の症状の有無と
有意に関連しており（χ2＝, df= 1, p<.001; χ2＝, 

df= 1, p<.001），子どもの症状の数が多いほど保護者の
症状の数も多かった（r=.369, p<.001; r=.479, p<.001）．

 ５ ．考察
　 1 ）熊本地震後の子どもおよび保護者の身体的・心理
的反応

　　熊本地震後の子どもの反応について，調査項目に挙
げた症状のうち該当する症状が 1 つ以上あるもの
は， 3 歳未満の子どもで46.3%，3 歳以上の子どもで
58.7%であり，震災から 2 ヶ月が経過しても，およそ
半数において身体的・心理的反応が見られた．熊本市
が，震災 1 ヶ月後に健診に来た子ども（ 1 歳 6 ヶ月児
662名， 3 歳児566名）を対象に行った同様の調査5）で

は，1 つ以上症状があるものは，1 歳 6 ヶ月児で
49.0%，3 歳児で63.0%であった．症状がある子どもの
割合はA町の方が少ないが，熊本市の調査時期の方
が 1 ヶ月早いことを考慮すると，ほぼ同じ結果といえ
る．また，本調査対象にみられた症状のうち，3 歳未
満の子どもでは「過敏」「不眠」「暗闇や特定の場所へ
の恐怖」が多く見られ，3 歳以上の子どもでは，「暗
闇や特定の場所への恐怖」「分離不安」「過敏」が多く
見られた．仙台市で被災 6 ヶ月後に行った調査6）で
は，「過敏」「分離不安」が多く，それは本調査結果と
同様であるが，本調査および熊本市の調査結果と仙台
市の調査結果の違いとして，熊本地震による影響の特
徴は「暗闇や特定の場所への恐怖」を抱えている子ど
もが多いということである．熊本地震は，震度 7 を観
測した前震と本震がどちらも夜間に発生していること
に加え，前震から36時間において震度 6 弱以上の余震
が 7 回観測されており，そのうち 6 回は夜間に発生し

表 2 ．震災後の子どもの症状および保護者の症状の有無

ｎ %

3 歳未満の子どもにみられた反応（n=216）

　　Q 1.食欲がなくなった（飲みが悪くなった） 7 3.2%
　　Q 2.以前に比べて，夜泣きが多くなった。または，なかなか寝付けなかったり，
　　　  夜中によく目を覚ましてぐずるようになった

41 19.0%

　　Q 3.すぐ泣いたり，興奮しやすくなった 32 14.8%
　　Q 4.必要以上におびえたり，小さな物音にびっくりしたりする 47 21.8%
　　Q 5.暗いところや特定の場所を怖がるようになった 36 16.7%
　　Q 6.以前に比べて，ぜーぜーしたり，体や目を痒がるようになった 6 2.8%
　　上記のうち 1つ以上の○印がついている １00 46.3%

3 歳以上の子どもにみられた反応（n=431）

　　Q 1.親にしがみついて離れなかったり，後追いが激しくなった 135 31.3%
　　Q 2.おもらし，おねしょをするようになった。またはひどくなった 37 8.6%
　　Q 3.以前に比べて，なかなか寝付けなかったり，夜中によく目を覚ましてぐずる 60 13.9%
　　Q 4.必要以上におびえたり，小さな物音にびっくりしたりする 85 19.7%
　　Q 5.そわそわ落ち着きがなくなったり，集中力がなくなった 29 6.7%
　　Q 6.暗いところや特定の場所を怖がるようになった 148 34.3%
　　Q 7.以前に比べて，ぜーぜーしたり，身体や目を痒がるようになった 19 4.4%
　　上記のうち 1つ以上の○印がついている 2５3 ５8.7%

保護者にみられた反応（n=647）

　　Q 1.あまり眠れない 90 13.9%
　　Q 2.頭痛，腹痛，吐き気，めまいなどの身体の不調を感じる 53 8.2%
　　Q 3.いらいらいしたり，怒りっぽくなった 130 20.1%
　　Q 4.色々と不安だ 147 22.7%
　　Q 5.ちょっとした物音や揺れに対してひどく驚いてしまう 119 18.4%
　　Q 6.気分が落ち込んだり，寂しくなったりすることがある 43 6.6%
　　Q 7.悪夢に悩まされることがある 13 2.0%
　　Q 8.物事になかなか集中できない（落ち着いて取り組めない）ことがある 22 3.4%
　　Q 9.子どもについ八つ当たりしてしまうことが増えた気がする 72 11.1%
　　上記のうち 1つ以上の○印がついている 330 ５１.0%
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ている1）．研究者らがA町で活動していた際にも，被
災者から “日中は自宅に入れるけれど，夜だけは車で
寝泊まりしている” “お風呂に入っているときに地震
が起きた．今でも自宅のお風呂に入るのが怖い” 等の
話を聞いており，これは，夜間に複数回の大地震が起
きたという熊本地震の特徴に由来するものだと考えら
れる．
　　熊本地震後の保護者の反応について，調査項目に挙
げた症状のうち 1 つ以上該当する症状があるものは
51.0%であり，子どもと同様，震災から 2 ヶ月が経過
しても，およそ半数に身体的・心理的反応が見られ
た．熊本市の調査では，1 歳 6 ヶ月児の保護者では
54.0%，3 歳児の保護者では61.0%であったことから，
症状がある保護者の割合はA町の方が少ないが，こち
らも熊本市の調査時期が 1 ヶ月早いことを考慮すると
ほぼ同じ結果といえる．保護者にみられた症状として
は，「不安」「易怒性」「過敏」が多かった．「不安」

「過敏」に関しては，熊本市をはじめ，仙台や新潟な
どの被災地においても同様に多かったが，「易怒性」
に関しては，仙台市や新潟市だけでなく熊本市と比較
してもA町のみが非常に多いという結果であった（A

町20.1%，熊本市 1 歳 6 ヶ月児11.5%；3 歳児16.8%）．
今回の調査データだけでこの理由を考察することは困
難であるが，可能性の一つとして挙げられるのは，後
述する「現在寝泊まりしている場所」との関連が考え
られる．
　 2 ）子どもおよび保護者の身体的・心理的反応に影響
を与えるもの

　　子どもの症状は 3 歳未満では，年齢が高いほど「症
状あり」の割合が高かったが，3 歳以上では，年齢と
の関連が見られなかった．佐藤（2014）は，災害時に
おいて，幼児，学童期，青年期の順に症状が出やす
く，乳児期は早期に症状が出にくいことを明らかにし
ており8），今回の結果はこれを支持しているといえ

表 3 ．子どもおよび保護者の症状の有無と基本属性との関連

表 4 ．保護者の震災後の症状の有無と現在寝泊まりしている場所との関連

3歳未満
p

3 歳以上
p

保護者
p

症状あり 症状なし 症状あり 症状なし 症状あり 症状なし
性別 男 55（53.9%） 47（46.1%）

0.038
122（55.5%） 98（44.5%）

n.s.
158（49.1%）164（50.9%）

n.s.
女 42（38.9%） 66（61.1%） 124（63.3%） 72（36.7%） 159（52.3%）145（47.7%）

年齢 0歳  3（18.8%） 13（81.2%）

<0.001

 11（68.8%）　5（31.3%）

1歳 28（33.7%） 55（66.3%）  36（76.6%） 47（56.6%）

2歳 69（59.0%） 48（41.0%）  63（53.8%） 54（46.2%）

3歳  68（60.2%） 45（39.8%）  51（45.1%） 62（54.9%） n.s.

4 歳 102（64.6%） 56（35.4%）
n.s.

 90（57.0%） 68（43.0%）

5歳  63（51.2%） 60（48.8%）  59（48.0%） 64（52.0%）

6歳  20（54.1%） 17（45.9%）  20（54.1%） 17（45.9%）

現在寝泊まり
している場所

自宅 83（44.6%） 103（55.4%）
n.s.

221（58.5%）157（41.5%）
n.s.

269（47.7%）295（52.3%）
<0.001

自宅外 17（56.7%）  13（43.3%）  32（60.4%） 21（39.6%）  61（73.5%） 22（26.5%）

現在寝泊まりしている場所

n
自宅 自宅外

p
（n=564） （n=83）

保護者にみられた反応（n=647）

　　Q 1.あまり眠れない 90  73（12.9%） 17（20.5%）

　　Q 2.頭痛，腹痛，吐き気，めまいなどの身体の不調を感じる 53 49（8.7%） 4（4.8%）

　　Q 3.いらいらいしたり，怒りっぽくなった 130  96（17.0%） 34（41.0%） <.001  

　　Q 4.色々と不安だ 147 115（20.4%） 32（38.6%） .001

　　Q 5.ちょっとした物音や揺れに対してひどく驚いてしまう 119  91（16.1%） 28（33.7%） <.001  

　　Q 6.気分が落ち込んだり，寂しくなったりすることがある 43 30（5.3%） 13（15.7%） .001

　　Q 7.悪夢に悩まされることがある 13 12（2.1%） 1（1.2%）

　　Q 8.物事になかなか集中できない（落ち着いて取り組めない）ことがある 22 17（3.0%） 5（6.0%）

　　Q 9.子どもについ八つ当たりしてしまうことが増えた気がする 72 50（8.9%） 22（26.5%） <.001  

　　上記のうち 1つ以上の○印がついている 330 269（47.7%） 61（73.5%） <.001  
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る．また，3 歳未満では男児の方が「症状あり」が多
く，「不眠」においてその傾向が強かったが，3 歳以
上ではその傾向は見られなかった．先行研究では，女
児の方が，症状が出やすい，あるいは性差がないとの
結果がでており，本結果においても 3 歳以上では女児
の方がやや症状が出やすい傾向にあることから，幼児
の症状は年齢によって男女差の出方が異なる可能性が
あるが，詳細をあきらかにするためにはさらなるデー
タの蓄積が必要である．
　　保護者の症状は，現在寝泊まりしている場所が「自
宅外」である方に「症状あり」が多く，特に「易怒
性」「不安」「過敏」「気分の落ち込み」「子どもに八つ
当たり」などの症状と関連していた．坂梨ら（2017）
は，熊本市で生後 4 ヶ月までの赤ちゃんを持つ母親に
震災 1 ~ 3 ヶ月後にインタビュー調査を行い，本震
後，自宅に避難できたのは9.3%で，ほとんどが実家
や車中，避難所で過ごしていたこと，21.6%がストレ
スにより不安やイライラ・疲労感を感じており，ライ
フラインの復旧遅れに伴う生活困難や避難先での肩身
の狭さや夫の実家での気遣いなどがストレスとなって
いたことを明らかにしている10）．また，松永ら
（2017）は，大規模災害を乳幼児と供に経験した母親
は，避難所で生活できないことや生活の場所を求めて
転々とすること，いつも通りの子育てができないこ
と，社会と繋がれずに孤立するというストレス要因と
なる被災経験をしていることを明らかにしている11）．
実際に，研究者らがA町で面接を行った対象の中に
も，“子どもの泣き声が迷惑ではないかと避難所にい
づらい”，“夫の実家に避難したけれども，夫はそこか
ら仕事に通うためほとんど家にいない”，“どうしても
子どもに対する口調が強くなってしまう” 等の話を聞
いている．子ども虐待のリスク要因として，主に保護
者側のリスク要因，子ども側のリスク要因，養育環境
のリスク要因が挙げられているが12），上記のような被
災に伴う生活環境の変化や被災に伴う生活困難は，養
育環境における虐待のリスク要因を急激に悪化させる
こととなる．また，久保ら（2013）は，被災後の母親
の不安・抑うつは，「なにかと子どもにあたってしまう」
ことと強く関連していることを明らかにしている13）．本
調査においては，現在寝泊まりしている場所が自宅外
であることが，「易怒性」「不安」「過敏」「気分の落ち
込み」「子どもに八つ当たり」などの症状と関連して
いたが，災害に伴う避難生活は，保護者のストレスを
増大させ，不安・抑うつ症状の悪化や虐待リスクを増
悪させると考えられる．また，同じ災害を経験したに
も関わらず，A町では「易怒性」「子どもへの八つ当
たり」のある保護者が熊本市よりも多いことが特徴的
といえるが，熊本市の調査対象者は，震災 1 ヶ月後
で，現在寝泊まりしている場所を「自宅」と回答した
ものが93%であったのに対しA町は震災 2 ヶ月経って

も87.2%であることが理由の 1 つとして考えられる．
被災時には，水や食事などのライフラインの整備が第
一優先なのは当然として，保護者が安心して過ごせる
住環境の整備を提供していくことも優先させる必要が
あると考えられる．また，保護者のストレスや不安が
攻撃的な形で表出しやすくなっているため，生活の安
定・住居の確定ができるまでは，虐待の予防・早期発
見に注意しながら保護者への手厚いサポートを行って
いく必要がある．
　　子どもの症状の有無と保護者の症状の有無は関連し
ており，それぞれの症状の数は相関していた．先行研
究においても，親の精神状態が子どもの精神状態に影
響を与えることが多くの研究で明らかにされている6,7,14）．
子どもにとって親は安全基地であり，親が心理的・身
体的に不安定であれば子どもも不安定になり，親が安
定していれば子どもも安定する．また，災害に伴う子ど
もの心身変化や被災後の家族関係の変化が親にとって
のストレス因子となることから11），震災後のメンタル
サポートにおいて，保護者あるいは子どものどちらか
に対する支援ニーズが明らかになった際には，支援の
対象を個人から親子へ，そして家族へと切り替えてサ
ポートを行っていく必要がある．
　 3 ）今後のことについて
　　災害による心理的被害は，長期間子どもに影響を及
ぼし，3 年が経過しても一定の割合でPTSDを示すも
のが存在すると考えられている15）．本間（2015）は，
東日本大震災後の 3 年 6 ヶ月の支援活動から，子ども
の心の問題の推移を急性期（ 2 ヶ月まで），急性後期
（ 1 年後まで），後期（それ以降）の 3 段階に分けてお
り，熊本地震においては，今後，急性後期に入り，災
害そのものによる衝撃だけでなく，その後の生活再建
に関する現実的な課題や家族機能の低下，養育状況の
変化などに伴って発生する子どもの心の問題が発生し
てくることが予測される16-17）．また，現在，症状が見
られていない子どもに関しても，子どもは大人を心配
させないようにと無意識に感情を抑圧していることが
あり，そのような場合は特に症状が重症化しやすい．
災害時における症状は年齢が上がるほど出やすいとい
う先行研究の結果をふまえ8），子どもの言語発達や認
知機能の発達についても併せてアセスメントしていく
ことが重要である．これらのことから，現在，何かし
らの症状や困難さを抱えている親子への支援を継続し
ていくだけでなく，潜在的な支援ニーズを拾い上げな
がら中長期的な視野で今後も支援を継続していく必要
があるといえよう．

 6 ．研究の限界と課題
　本調査はあくまでも，行政が被災後の支援ニーズを探
るための業務として行われたものであるため，対象者の
基本情報に関する情報量が少なく，対象者の属性までを
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考慮した分析は困難である．また，対象者にきょうだい
児が含まれていた場合，保護者の症状については，同じ
保護者による回答が含まれることになるため，その影響
についても考慮する必要がある．現在は復興が進み，住
民たちの生活も安定してきている為，調査を継続してい
きながら，分析に必要なデータを蓄積していく必要があ
る．
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Abstract 

AIMS: The aims of this study were to examine the physical and psychological states of children 6 years 

old and younger and their parents, as victims of the Kumamoto Earthquake (2016), two months after the 

disaster, and to clarify factors affecting their state.

METHODS: The participants were 720 nursery school children aged 0-6 as well as their parents. Parents 

completed a questionnaire about their physical and psychological states in addition to those of their 

child.

RESULTS: One hundred of 216 (46.3%) children under 3 years old, 253 of 431 (58.7%) children 3-6 years 

old, and 330 of 647 (51.0%) parents experienced one or more psychological symptoms two months after the 

event. Many children under three years old experienced hypersensitivity (21.8%) and insomnia (19.0%), 

as well as fears of darkness or specific places (16.7%). Several children 3-6 years old experienced fears of 

darkness or specific places (34.3%), separation anxiety (31.3%), and hypersensitivity (19.7%). Many 

parents experienced anxiety (22.7%), irritability (20.1%), and hypersensitivity (18.4%). Psychological 

symptoms of parents were more common when they lived somewhere other than their house, but the 

same was not true for children. The number of psychological symptoms of children was significantly 

correlated with the number of psychological symptoms of their parents. 

CONCLUSIONS: The results suggest a need for psychosocial support for both children and their parents, 

as well as the need for prompt action for recovering homes after disasters.
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